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おわりに
はじめに
　経済活動の国際化に伴った多国籍企業を取り巻く環境の多様化や各国間の密接な関係は，移転価格
の決定に影響を及ぼす。このことは移転価格の問題の複雑化を意味し，移転価格を決定する多国籍企
業にとっても，移転価格を規制する税務当局にとっても重大な問題である。特に，歴史的，社会的，
経済的事情などを背景とした各国の税制の相違や税率格差の存在が移転価格の決定に影響することが
問題である。
　多国籍企業からすると，移転価格の決定は税制の相違や税率格差を考慮した意思決定の一つであ
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る。しかし，税務当局からすると，移転価格の決定は，各国の税制の相違や税率格差を利用した多国
籍企業による租税回避の手段である。多国籍企業と税務当局のこのような見解の相違は移転価格の問
題をさらに深刻にする。この状況を打開するためには双方の見解が正しく理解される必要がある。そ
のためには，移転価格とは何か，移転価格の決定要因は何かを明確にしなければならない。
　そこで，本稿は，第1節でまず多国籍企業にとって移転価格が何なのかを検討し，次に税務当局
がどのような目的で移転価格を規制するのかを考察する。第2節では，多国籍企業がどのような要
因から移転価格を決定するのかをアメリカ合衆国で行われた一つの調査データを用いて探求する。そ
して，第3節では，将来的な展望として，近年国際的な課題として注目されている有害な税の競争
が移転価格の決定にどのように関係するのかを検討する。
第1節多国籍企業と税務当局の見解の相違
　多国籍企業はその活動のために多くの意思決定を行う。移転価格の決定もその一つである。しか
し，税務当局にとっては，移転価格の決定は多国籍企業による租税回避策である。このような見解の
相違は多国籍企業と税務当局の目的の相違に原因があると考えられる。そこで，本節では，多国籍企
業にとって移転価格とは何なのか，そして，税務当局がどのような目的のために移転価格を規制する
のかを考察する。
1．　多国籍企業から見た移転価格
　企業の最終目的はその利潤の極大化である。その目的を達成するために企業は価格を決定する。理
論上は，完全競争の下では，企業に与えられた価格と限界費用が等しくなる点で利潤が極大化する。
こうした観点から移転価格を説明したのがハーシュライファー（Hirshleifer，　Jack）である1。ハーシ
ュライファーは様々なケースを想定し，企業が移転価格を決定する目的も利潤の極大化であることを
主張した。
　このハーシュライファーの考えに基づくと，移転価格は公正な取引価格であり企業努力の一つであ
ると言える2。確かに，企業，特に多国籍企業は，各国の税制の相違や税率格差などを考慮した上
で，外国子会社や関連企業との取引価格として移転価格を決定するために，税務上は，移転価格とい
うと疑念をもった目でみられ，不正な取引価格であるかのようにしばしば扱われる。しかし，各国の
税制の相違や税率格差を考慮した移転価格の決定は，多国籍企業が利潤の極大化を追求した結果であ
り，言い換えれば，多国籍企業が費用負担の軽減を目的に行った努力である。一方的に，海外の子会
社や関連企業との多国籍企業による移転価格がすべて租税回避を目的とした不正な取引価格と決定付
けることは危険である。
　税務上，多国籍企業が移転価格を利用した不正な取引を行うと考えられる原因は，多国籍企業が税
制の相違や税率格差が存在する各国間で活動するからである。多国籍企業は各国の税制の相違や税率
格差などを利用した経営戦略を策定する。税率を考慮した経営戦略をする場合，一国内で活動する国
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図1　移転価格の決定に関係する分野
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内企業は当該国の法人税率に配慮するだけでよいが，多国間で活動する多国籍企業は二国以上の法人
税率に配慮しなければならない。各国の税率格差を利用した多国籍企業の経営戦略は非道なことのよ
うに考えられるのが一般的であるが，多国籍企業が各国の税率格差を利用するのは各国に異なった税
率が存在するからである。もし各国間に税率格差が存在しなければ，多国籍企業が税率格差をその経
営戦略に利用することはないはずである。
　多国籍企業のこのような経営戦略のために移転価格は税務上の問題として扱われることが多いが，
それが全てではない。多国籍企業の意思決定はその意思決定に係る様々な分野との関係からの帰結で
ある。移転価格の決定もそうである。そのために，多国籍企業は税務だけでなく他の分野から移転価
格を考察しなければならない。図一1は多国籍企業が移転価格を決定する際に関係すると考えられる
分野を示している。この図を見る限り，移転価格の決定の際には，マーケティング，国際経営，金
融，法律，税制，会計などとの関係が考慮される。多国籍企業は利潤の最大化を目的に様々な分野か
ら移転価格の決定にアプローチするのである。
2．移転価格と課税べ一スの空洞化
　しかし，税務上の問題になると話は違う。多国籍企業と税務当局との移転価格に関する見解は異な
る。多国籍企業にとっては企業努力の一つである移転価格も，税務当局にとっては租税回避の手段で
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しかない。各国は自国の課税ベースの獲得に奔走する。そんな中で移転価格はある国の課税ベースの
空洞化を招く。すなわち，高税率国にあるA企業が低税率国のB企業と税務上適正とされる価格よ
りも低い価格で取引（輸出）をした場合，高税率国では本来あるべき課税ベースが喪失することにな
る。また，低税率国のB企業が高税率国のA企業と税務上適正とされる価格より高い価格で取引
（輸出）をした場合も高税率国の課税ベースの空洞化を招来する。
　そのため，各国の税務当局は，課税ベースの空洞化を回避すべく，移転価格を多国籍企業による租
税回避手段として規制する。現在，移転価格を扱う税務上の処置は，移転価格税制に依ることになっ
ている。しかし，移転価格税制という制度はない。アメリカ合衆国においては，移転価格を規制する
根拠は内国歳入法第482条に見ることができる。日本においては，移転価格は法人税法の租税特別措
置法に基づき規制される。このように移転価格を規制するルールを総称して「移転価格税制」と呼ぶ。
現在のように国際化した社会の中で，この移転価格税制が重視すべきことは，関係各国に課税ベース
が効率的に配分されることである3。しかし，移転価格税制の本来の目的は，多国籍企業による移転
価格を利用した租税回避を防止することである4。この目的の根底には自国を中心とした考えが存在
し，依然として税務当局はその目的を堅持している。というのも，当該国の税務当局からすれば租税
回避は重大な問題であり，自国の課税ベースの他国への移転は自国の財源の喪失を意味するからであ
る。
　このような事情はアメリカ合衆国も日本も同じであるが，移転価格の問題に関してアメリカ合衆国
と日本を比較した場合，移転価格の問題は日本よりもアメリカ合衆国においてより深刻である。とい
うのは，アメリカ合衆国は連邦国家であり，日本は単一国家であるからである。日本のような単一国
家では，下位政府である都道府県や市町村は中央政府の強い統制下にあるため独自の税制を制定する
ことはできないが，アメリカ合衆国のような連邦国家では下位政府である州は一つの独立した政府で
あり，州内の税制のあり方について州が独自性を発揮することができる。そのため，アメリカ合衆国
では，州間に税制の相違が生じる可能性があり，その場合には州問の移転価格を利用した取引は国内
的問題をも引き起す。例えば，企業にとって有利な税制を施行するA州と不利な税制を施行するB
州が存在する場合，A州とB州間の移転価格を利用した取引は，　B州における課税ベースの空洞化
を引き起す可能性がある。それに対し，日本では，全国的に画一的な税制が施行されているため，都
道府県や市町村間の移転価格を利用した取引は国内的問題を引き起さず，国内的な課税ベースの空洞
化の心配はいらない。このように，日本の場合は，移転価格の問題は国際的問題として扱われるだけ
だが，アメリカ合衆国では国内及び国際的問題として扱われることになるので，課税ベースの空洞化
も国内及び国際的に生じる可能性がある。
　以上のように，アメリカ合衆国の税務当局も日本の税務当局も，移転価格を規制する目的は租税回
避の防止であり，自国の課税ベースの空洞化を回避することである。そのために，移転価格税制を強
化し，無法的な移転価格の利用を防止する。しかし，その一方で，多国籍企業にとって移転価格は利
益の最大化のための手段であり，租税回避ばかりがその目的ではないことに注意しなければならな
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い。税務当局と多国籍企業との間のこのような見解の違いは，課税ベースの空洞化をもさらに深刻に
する危険性があることを認識しなければならない。
第2節　多国籍企業を取り巻く環境と移転価格の決定
　多国籍企業は移転価格を決定する際に，相手国の税制や税率，関税，輸入制限，外国為替，経済状
況，社会情勢など，多国籍企業を取り巻く環境を考慮しなければならない。これを怠った場合，多国
籍企業は利潤の極大化という目的を達成することができないかもしれない。そこで，本節は，移り変
わる環境の下，多国籍企業がどのような要因から移転価格を決定するかを探求する。
1．移転価格の決定要因と法人所得課税
　（1）移転価格の決定要因の移り変わり
　移転価格の決定要因に関しては，過去にも多くの取組みがなされてきたが，多国籍企業が重要視す
る移転価格の決定要因は何かを考える上で，タン（Tang，　Roger　Y．　W．）が非常に有益な調査を行っ
ている。タンが行った調査は，実際に企業に質問状を送付し，その質問に企業が回答するという形態
をとっているので，そのデータは質問者やその他の関係者の判断が入る余地はなく，移転価格を決定
する際の企業の正確なデータとして受け取ることができる。
　タソは2度にわたって同様の調査を行った。1度目は1977年であり，2度目は1990年である5。こ
の2度の調査結果を比較することは移転価格の決定要因を考察する上で有益である。というのは，
多国籍企業を取り巻く環境は時が経つと伴に移り変わり，1977年における多国籍企業を取り巻く環
境と1990年のそれとは多少なりとも異なっているはずであり，この比較から多国籍企業を取り巻く
環境と移転価格の決定の関係を知ることができるからである。
　表一1は，タンが行った調査のデータをまとめたものである。表一1には，平均的な重要度
（Average　Importance）と平均的な重要度のラソキソグ（Ranking　of　Average　Importance　by　Subject
Group）が示されている。平均的な重要度は，調査対象となった多国籍企業が各移転価格の決定要因
に重要度の高いもの（Extremely　important）から低いもの（Not　at　all　important）ヘポイソトを与え
合計し，そのポイントの合計を当該項目に回答した企業の数で除したものである6。そして，平均的
な重要度のランキングは平均的な重要度に順位付けをしたものである。
　まず，1977年のデータを見ると，平均的な重要度のランキング第1位は「企業全体の利益」であ
る。平均的な重要度も3．94で非常に高い値を示している。第2位は，「利益や配当の本国送金に対す
る外国による制限」であり，第3位が「外国における子会社の競争上の立場」，第4位が「各国間の
所得税率の格差と所得税制の相違」と続く。この時，平均的な重要度は，第2位の「利益や配当の
本国送金に対する外国の制限」が3．24であり，第3位の「外国における子会社の競争上の位置」は
3．16であり，第4位の「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」は3．06である。これらの数値か
ら移転価格を決定する際に「企業全体の利益」がいかに重要な位置を占めていたかがわかる。平均的
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表一1　1977年と1990年の調査に基づく移転価格の決定要因
平均的な重要度のランキング 平均的な重要度
1977年 1990年 1977年1990年
1 1 ・企業全体の利益 3．94 4．04
4 2 ・各国間の所得税率の格差と所得税制の相違 3．06 3．45
2 3 ・利益や配当の本国送金に対する外国における制限 3．24 3．32
3 4 ・外国子会社の競争上の位置 3．16 3．31
6 5 ・企業が活動する国の関税率と関税法 2．99 3．04
8 6，7．8 ・外国子会社に要求されるロイヤルティーやマネージメン 2．85 290
ト料に対する外国における制限
11 6，7．8 ・ホスト国政府との良好な関係の維持 2．75 2．90
9 6，7．8 ・外国子会社内の十分なキャッシュフローの維持の必要性 2．83 2．90
7 9 ・外国が課す輸入制限 2．89 2．71
5 10 ・外国子会社の業績評価 3．01 2．69
16 11 ・現地資金調達のための外国子会社の必要性 2．40 2．61
12 12 ・企業が活動する国の通貨の減価や増価 2．71 2．44
15 13．14 ・外国の反ダンピング規制 2．45 2．38
20 13．14 ・外国の独占禁止法 2．14 2．38
17 15 ・外国子会社の現地パートナーの利益 230 2．36
10 16 ・外国子会社に対する財務報告のルールと要求 2．78 2．34
14 17 ・部門間移転の量 2．53 2．31
13 18 ・外国のイソフレ率 2．57 2．24
19 19 ・企業が活動する外国における収用の危険性 2．23 2．01
18 20 ・直接投資に関するアメリカ政府の要求 2．27 1．94
（出所）　図一1に同じ，p．89。
な重要度が4に近い数値を示したのは「企業全体の利益」だけである。このように，第1位が「企
業全体の利益」という結果は，企業の最終的な目的が利潤の極大化であることを考慮すれば，当然の
ことと言えるだろう。この結果は，移転価格を決定する際にも多国籍企業は利潤の極大化を第1に
考えなければならないということを裏付ける。
　次に，1990年のデータを見ると，1977年の調査と同様に第1位は「企業全体の利益」であるが，
その後のランキングが異なっている。第2位には1977年の調査で第4位であった「各国間の所得税
率の格差と所得税制の相違」が位置し，第3位には「利益や配当の本国送金に対する外国による制
限」，第4位には「外国における子会社の競争上の位置」が順位付けられている。そして1990年にお
けるそれぞれの平均的な重要度は，「企業全体の利益」が4．04，「各国間の所得税率の格差と所得税制
の相違」が3．45，「利益や配当の本国送金に対する外国による制限」が3．32，「外国における子会社の
競争上の立場」は3．31である。
　1990年の調査で注目すべきは，第2位の「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」が飛躍的
に重要度を増したことである。平均的な重要度のランキソグで見ると，「各国間の所得税率の格差と
所得税制の相違」は第4位から第2位に上昇し，平均的な重要度も3．06から3．45に著しく伸びてい
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る。これは当然の結果といえるかもしれない。というのは，海外で活動する企業の利益がその国の税
率や税制に影響されることは当然のことであり，それを企業側が考慮しないはずはないからである。
1977年の調査で「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」が，「利益や配当の本国送金に対する
外国による制限」と「外国における子会社の競争上の位置」の下に順位付けられていたことが疑問で
ある7。
　（2）1977及び90年の法人所得課税
　以上のタンの調査による限り，多国籍企業は移転価格を決定する際，利益を重視することは当然の
こと，各国の税制の相違と税率格差を第2に重要視する。このことは，自国の税率が他国の税率よ
りも高い場合，他国の税率が自国の税率よりも低い場合，あるいは多国籍企業にとって自国の税制が
他国の税制よりも不利な場合，他国の税制が自国の税制よりも有利な場合，多国籍企業にとって海外
が魅力的なものになることを示唆する。
　表一2にはタソが調査を行った1977年と1990年における各国の法人所得課税の実効税率（以下，
「実効税率」）が示されている。まず，1977年の各国の実効税率を見ると，アメリカ合衆国の実効税
率は52．68％で西ドイッの56．65％に次いで高かった。それに対して，日本の実効税率は，その当時は
表一2に示した国の中では最も低く49．47％であった。そして，イギリスの実効税率が52％，フランス
の実効税率が50％であった。
　このようにアメリカ合衆国の実効税率が高いことは，アメリカ合衆国が他国に比べて税務上魅力が
ないことを意味する。よって，移転価格を決定する場合に，多国籍企業が各国の税制の相違や税率格
差を強く意識するならば，移転価格の決定においてその重要性は非常に高いものとなるはずである。
しかし，先に見た1977年の調査では第1位は「企業全体の利益」で，「各国の所得税率の格差と所得
表一2　1977年と1990年における各国の法人所得課税の実効税率
1977年 1990年
アメリカ合衆国 普通税　　　20．02％
t加税　　　23．66
B法人税　　9．00　　（計）52．68％
法人税　　　30．84％
B法人税　　9．30
@　　　　　　　　　（計）40．14％
日本 法人税　　　33．04％
ｹ府県民税　1．72
s町村民税　4．00
幕ﾆ税　　　10．71　　（計）49．47％
法人税　　　33．48％
ｹ府県民税　1．67
s町村民税　4．12
幕ﾆ税　　　10．71　　（計）49．98％
イギリス 法人税　　　52．00％　（計）52．00％ 法人税　　　35．00％　（計）35．00％
西ドイツ 法人税　　　43．48％
c業税　　　13．04　　（計）56．52％
法人税　　　39．83％
c業税　　　13，04　　（計）52．87％
フラソス 法人税　　　50．00％　（計）50．00％法人税　　　38．50％　（計）38．50％
（出所）　大蔵省編集『財政金融統計月報』（租税特集）1977年及び1990年より作成。
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税制の相違」は第4位であった。この結果は，当時，多国籍企業も税務当局も双方がそれほど移転
価格や各国の税制の相違や税率格差の重要性を今ほど意識していなかったためであると考えられる8。
　それに対して，1990年の各国の実効税率を見ると，アメリカ合衆国では実効税率が著しく引き下
げられている。この時のアメリカ合衆国の実効税率は40．14％であった。1980年代にアメリカ合衆国
は双子の赤字を経験し，景気回復のために大幅な減税策をとり，この時に法人税率の引き下げも行わ
れた。この結果，アメリカ合衆国の実効税率はイギリスに次で2番目に低くなり，税務上魅力ある
国になった。しかし，その一方で，外資系企業への規制は強化され，外資系企業に係る移転価格への
規制もその例外ではなかった。そのため，米系企業，外資系企業を問わず多国籍企業は，各国の税制
の相違や税率格差の重要性を意識するようになったと考えられる。結果的に，税務当局側の政策が各
国の税制の相違や税率格差に対する多国籍企業の意識を高めたといえよう。
2．　国内的要因の重要性の高まり
　さらに，タンは1997年と1998年に上記の調査と類似の調査（以下，「1997－1998年調査」）を行っ
た。ここで，この1997－1998年調査を先の2つの調査と比較せず区別するのは，1997－1998年調査が
先の2つの調査と若干異なる点があり，比較するのは適切ではないと考えられるからである9。この
点に関してはタンも指摘しているところである10。
　表一3は1997－1998年調査の結果である。平均的な重要度と平均的な重要度のランキソグの内容に
関しては上記の調査と同じである。1997－1998年調査では，先の2つの調査で重要な位置にあった
「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」が削除されているが，これは「各国間の所得税率の格
差」「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制」「外国の移転価格税制とその他の税制」に細分
された。これは近年，各国の税制の相違や税率格差が移転価格を決定する際により重要性を増したこ
とを意味し，より詳細な検討が求められた結果である11。
　さて，1997－1998年調査のデータを見ると，平均的な重要度のランキングの第1位は「アメリカ合
衆国の移転価格税制とその他の税制」である。第2位は「企業全体の利益」であり，第1位の座を
「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制」に明け渡し，第3位に「外国の移転価格税制とそ
の他の税制」が位置している。これが1997－1998年調査における重要な移転価格の決定要因トップ3
である。このトップ3の平均的な重要度は，第1位の「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の
税制」が3．97，第2位の「企業全体の利益」が3．82，第3位の「外国の移転価格税制とその他の税制」
が3．73であり，1997－1998年調査では，このトップ3だけがポイソト4に近似する。この数値からわ
かることは，いかにこのトップ3が移転価格を決定する際に多国籍企業にとって重要な位置を占め
るかということである。因みに，第4位には「移転される財・サービスに関する市場価格情報の利
用可能性」が位置し，その平均的な重要度は3．18である。また，1977年及び1990年の調査では第1
位であった「企業全体の利益」が第2位に転落し，そして「アメリカ合衆国の移転価格税制とその
他の税制」がそれに取って代わったことが注目される12。
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表一3　1997－1998年調査に基づく移転価格の決定要因
平均的な重要度のランキング 平均的な重要度
・アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制 1 3．97
・企業全体の利益 2 3．82
・外国の移転価格税制とその他の税制 3 3．73
・移転される財・サービスに関する市場価格情報の利用可能性 4 3．18
・利益や配当の本国送金に対する外国における制限 5 3．12
・各国間の所得税率の格差 6 3．10
・外国子会社の利益 7 3．00
・外国子会社に要求されるロイヤルティーやマネージメント料 8 2．93
に対する外国における制限
・外国における子会社の競争上の位置 9 2．82
・外国が課す輸入制限 10 2．79
・企業が活動する国の関税率と関税法 11 2．78
・ホスト国政府との良好な関係の維持 12 2．76
・外国子会社内の十分なキャッシュフローの維持の必要性 13 2．75
・外国子会社に対する財務報告のルールと要求 14 2．55
・企業が活動する国の通貨の減価や増価 15 2．51
・外国子会社の業績評価 16 2．48
・部門間移転の量 17 2．43
・現地資金調達のための外国子会社の必要性 18 2．33
・外国子会社の現地パートナーの利益 19 2．32
・外国のインフレ率 20 2．07
（出所）Tang，　Roger　Y．W．（2002）Current　Trends　and　Corporate　Cases　in　Transfer　Pricing，　p．39．
　ここで，移転価格の決定要因を国内的要因と国外的要因の別で見ると，1997－1998年調査の結果は
国内的要因の重要性の高まりを示唆する。この場合，国内的要因は，国内の税制，関税，その他の規
制などであり，国外的要因は，外国の税制，関税，その他の規制などである。この区分に基づいた場
合，第1位の「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制」は国内的要因に含まれる。先のタ
ソの調査では，この要因は「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」に含まれ，国内的要因か国
外的要因かを明確にはできず，より詳細で正確な結果を求めることは難しかった。しかし，1997－
1998年調査では，「各国間の所得税率の格差と所得税制の相違」は新たに3つに分割されたことで，
「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制」は国内的要因，「外国の移転価格税制とその他の税
制」と「各国間の所得税率の格差」は国外的要因して扱うことができ，以前よりは詳細で正確な結果
を期待することができる。
　1997－1998年調査で国内的要因である「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税制」が平均的
な重要度のランキソグ第1位になった背景には，アメリカ合衆国の国内的な税制上の事情があった
と考えられる。表一4には，1990年から1998年までの間にアメリカ合衆国で公表された移転価格の問
題に関係する規則が示されている。この表を見る限り，アメリカ合衆国ではこの1990年から1998年
までの期間に多くの移転価格に関係する規則が公表され，この期間は移転価格税制の強化期間であっ
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表一4　1990－1998年に公表された移転価格に関係する規則等
1992年
1993年
1994年
1995年
1996年2月
1996年12月
1998年
内国歳入法第482条に関わる財務省規則案
内国歳入法第482条に関わる財務省暫定規則
内国歳入法第482条に関わる最終規則
内国歳入法第482条に関わる最終費用分担規則
内国歳入法第6662条に関わる最終規則一一正確性に係る罰則の賦課
事前確認制度（APA）に対する歳入手続96－53
小規模納税者のためのAPAに関する通達98－65
（出所）　表一3に同じ，p．10。
たと言うことができる。また，1996年には，移転価格に係る罰則規定が明確にされた。このような
移転価格税制の強化により，多国籍企業が移転価格を決定する際に国内的要因をさらに重視するよう
になったとする説明を納得することができる。
第3節　移転価格の決定と有害な税の競争
　以上のように，移転価格の決定は多国籍企業を取り巻く環境に影響される。今後，多国籍企業の国
際的な活動がより活発化することで，そのことはさらに重大さを増すことは容易に予想される。事
実，近年では，有害な税の競争が国際的な問題となっている。これも移転価格の決定に新たな影響を
与えるものと考えられる。そこで，本節では，まず近年問題視されている有害な税の競争を識別する
方法を概説しその発生原因を探求し，次に有害な税の競争と移転価格の決定との関係を検討する。
1．有害な税の競争とその原因
　大抵，有害な税の競争はタックスヘイブンとの関係から論議される。有害な税の競争に関して，
OECDは1998年に報告書（以下，「1998年報告書」）を公表している。1998年報告書では，有害な税
の競争は「タックスヘイブソ」と「有害な租税優遇措置」から検討されている。まず，有害な税の競
争を論じる上で，有害な税の競争，タックスヘイブン，有害な租税優遇措置の識別が重要である。
1998年報告書によると，有害な税の競争は，タックスヘイブンか有害な租税優遇措置，あるいはタ
ックスヘイブンと有害な租税優遇措置を組み合わせたものである。
　1998年報告書は，タックスヘイブソと有害な租税優遇措置を以下のファクターにより識別してい
る。まず，タックスヘイブンを識別するファクターは以下の4つである13。
　①無税もしくは名目上の課税
　②有害な情報交換の欠如
　③透明性の欠如
　④実質的活動がないこと
次に，有害な租税優遇措置を識別するファクターは以下の4つである14。
　①実効税率が低いもしくはゼロであること
一10一
　②措置の「囲い込み（ring　fencing）」
　③透明性の欠如
　④有効な情報交換の欠如
　1998年報告書は，タックスヘイブンに関しては「無税もしくは名目上の課税」，有害な租税優遇措
置に関しては「実効税率が低いもしくはゼロであること」をその識別のための出発点と位置づけてい
る。その上，タックスヘイブソを判定する場合には，無税もしくは名目上の課税だけで判定されるこ
とさえある15。このように，有害な税の競争を検討する上では，特に租税負担水準が最重要項目とし
て扱われる。
　グラフー1は，各国の実効税率の推移を示したものである。実効税率は，実際の企業の所得に対す
る法人所得課税の税率なので，各国における企業の実際の租税負担水準を知ることができる。このグ
ラフからわかるように，近年各国の実効税率は低下傾向にある。経済活動が国際化する中で，国際的
な競争力や経済の活力維持などの観点から，各国の税制や租税負担水準が異なることは望ましくな
い。現在のように国際化した社会の中では，各国の整合性のとれた税制や租税負担水準が望まれる。
そのため，実効税率も各国間に大きな格差がないことが望ましく，各国の実効税率が一様に引き下げ
られているのはその表れであると考えられる。しかし，これは二次的なものであって，最も優先され
る実効税率の引き下げは国内の政策目的から生じることが多い。
　グラフー1を見ると，1987年にアメリカ合衆国の実効税率は大幅に引き下げられている。これは第
2期レーガソ政権下において，財政赤字の増大，高金利，貿易赤字増加といった難問に対して，法人
税改革が行われた結果である。第1期レーガン政権では，選別された産業を重点に，租税特別措置
や投資減税などが行われたが，期待した結果を得ることができず，その反省から第2期レーガソ政
権下では課税ベース見直しを基礎にし，法人税率は46％から34％に大幅に引き下げられた16。イギリ
スにおいては，1984年に海外からの企業誘致を図るべく法人税率を52％から35％にまで漸次引き下
げることを発表して以来，大幅に引き下げられ，1999年には30％になった17。ドイッでは，2000年
に，ドイツ経済の国際競争力を増し，さらに海外からの投資対象として望ましい環境を作り上げるた
めに，2001年以降の法人税率を25％に引き下げる大幅減税を実施した18。このように，アメリカ合衆
国の場合と，イギリスとド・イツの場合では若干性質が異なるが，国内の政策目的から法人税率の引き
下げが行われたことには違いはない。
　ここで特に問題なのはイギリスとドイッの場合である。イギリスやドイツのように自国を優先した
行動が有害な税の競争を激化させる原因の一つとして考えられる。近年，有害な税の競争が国際的な
重要課題とされるのは，現在のように国際化した社会の中では，ある国の行動が他国に影響を及ぼす
ため，その行動が不適切な場合には国際的な資源配分に歪みを与える可能性があるからである。特
に，金融・サービスのような「足の速い」経済活動にはその影響は大きいものと考えられる。また，
課税ベースの配分の観点からも，各国の自国を優先した行動は望ましいものではない。ある国が極端
に法人税率を引き下げた場合，課税ベースはその国に本来よりも多く配分される可能性がある。その
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グラフー1　各国の実効税率の推移
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（出所）　徳永匡子「税の引下げ競争と日本のタックス・ヘイブソ対策税制」
　　　r国際税務』Vo1．22　No．7，2002年，　p．25。
一方で，ある国の法人税率の引き下げは他国の課税ベースの空洞化を引き起す可能性がある。そこ
で，このような状況を回避するためには，国際的な視点からは各国が自国ばかりではなく他国をも意
識した行動が望まれる。
2．移転価格の決定と有害な租税優遇措置
　移転価格の決定との関係からは，有害な租税優遇措置が問題となる。この場合，有害な租税優遇措
置は「独立企業原則」が厳守されるか否かにより識別される19。移転価格税制では，公正な取引価格
は独立企業原則に従って決定されるべきであるとされている。この独立企業原則に関しては，1995
年にOECDが発行した移転価格に関するガイドライソに詳細な記述がある。移転価格ガイドライン
によると，独立企業原則のもとでは，税務上の有利な点あるいは不利な点は存在しない。つまり，独
立企業原則に従えば，税務上の公平が実現される。その反対に，独立企業原則に従わない場合には，
税務上の有利な点あるいは不利な点が存在し，税務上の不公平が生じることになる。
　この独立企業原則の正式な解釈はOECDモデル条約第9条第1項に記載されている。　OECDモデ
ル条約第9条第1項では，「商業上又は資金上の関係において，双方の企業の間に，独立の企業の間
に設けられる条件と異なる条件が設けられ又は課されているときは，その条件がないとしたならば一
方の企業の利得となったとみられる利得であってその条件のために当該一方の企業の利得とならなか
ったものに対しては，これを当該一方の企業の利得に算入して租税を課することができる。」と規定
されている20。つまり，独立企業原則に従う場合，独立した企業間の条件が基礎となり，その条件に
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従った取引あるいは課税が適正であるとされる。
　このように，独立企業原則は公正な取引価格を決定する上で厳守すべき国際的原則であり，有害な
租税優遇措置を回避するためにもこの原則は厳守されなければならない。もし，移転価格を決定する
際に独立企業原則が厳守されなければ，ある国の社会的厚生は歪められ，国際的に望ましくない結果
を生み出すことになるだろう。また，本来，税制は企業の経済活動における選択に対して中立である
べきであるが，各国が自国の課税べ一スの獲得を目的とした有害な租税優遇措置を講じた場合，それ
は税制の中立を阻害する要因となりかねない。つまり，租税優遇措置は，それを講じる国が政策目的
を達成するために利用する政策手段であるため，その誤用は税制の中立を損なうことになるかもしれ
ない。その上，独立企業原則が遵守されない場合には企業間の公平も無視され，特に水平的公平が損
なわれる危険性もある。
おわりに
　多国籍企業は移転価格を決定する際に各国の税制の相違や税率格差を重要視する。このことは利潤
の極大化を目的とする多国籍企業にとっては当然のことである。しかし，税務当局にとって，このこ
とは租税回避を目的とした不正な行為である。多国籍企業と税務当局のこのような見解の相違が移転
価格の問題処理を迷走させている。このような状況を生み出した原因は，移転価格とその決定要因を
正解に理解していないからである。
　タンによる調査データはその理解の一助となった。タンが行った1977年及び1990年の調査では，
「企業全体の利益」が最重要項目であった。この結果は多国籍企業が利潤の極大化を目的に移転価格
を決定することを示唆した。1997－1998年調査では，「アメリカ合衆国の移転価格税制とその他の税
制」が最も重視された。これは1990年代にアメリカ合衆国において移転価格税制の強化が図られた
ために移転価格の決定において国内的要因を重視した結果であった。
　タソの調査データを見る限り，時代の変遷とともに多国籍企業を取り巻く環境は移り変わり，その
影響が移転価格の決定に表れている。近年では，有害な税の競争が重要な国際問題として注目されて
いるが，この問題も今後は移転価格を考える上で重視しなければならなくなるだろう。特に，有害な
租税優遇措置は移転価格の問題をさらに深刻にすると予想される。
　本稿は，移転価格とその決定要因の理解に努めたが，多国籍企業を取り巻く環境が日々変化するこ
とを考えれば，この理解は一時的なものであるかもしれない。将来的には，新たな環境が移転価格の
決定に影響を与えることが予想される。そのため，多国籍企業を取り巻く環境が変化する中で，移転
価格とは何か，その決定要因は何かということは，移転価格の問題を考える上で常に意識されなけれ
ばならない。
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